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循環型社会に求められる
廃棄物の再生資源化技術
　環境への影響など多くの関心を集める廃棄物問題だが、廃棄物は日常生活にともない
大量に発生し、建築・建造物に代表される膨大なストック物も最終的には廃棄物となる
ことから現代の物質文明の一つの象徴といえる。1990 年代後半に社会問題化した焼却に
よるダイオキシン類の生成と排出は、焼却処理要素技術の改善に直接的な影響を与えた
ほか、循環型社会の形成を進める一つの契機ともなった。循環型社会において、廃棄物
の効率的な排除と処理・処分は安全で快適な社会の必須の都市サービスであり、第 3 期
科学技術基本計画の重要な政策課題の一つとしても、環境と調和する循環型社会の実現
が挙げられている。
　近年のキーワードである 3R（Reduce, Reuse, Recycle）を推進すると予想される技術
は、温暖化防止を背景に、多様なエネルギー供給パスの確保を組み込んだ持続型社会の
形成を実現させる技術である。原油の価格高騰や枯渇の懸念から化石資源への依存度を
低減することの必要性が一層認識されるようになり、従来は効率の面から必ずしも注目
されなかったバイオマスを素材としても活用する、バイオマスエネルギーへの注目が高
まっている。地球温暖化対策がすべての分野で急がれる今、バイオマスなどの利活用を
推進し、二酸化炭素（CO2）の排出削減を進めることが急務である。バイオマスの多く
は廃棄物系バイオマスであり、廃棄物処理に係わる側からの取り組みが求められる。さ
らに、資源の循環利用による天然資源の消費抑制にも大きな役割を果たす。すでに一部
実用化している循環型社会に求められる廃棄物処理技術として、資源化を考慮した場合、
循環利用率が比較的低い生ごみや食品廃棄物が一つの焦点となる。そこで注目されるメ
タン発酵では、ガスが回収された後に液状、固形状の残渣が生じるため処理・処分を環
境上適正に行う技術的工夫が要求される。これについての改善があって初めて、環境配
慮型の再生資源化技術になると言えよう。ガス化は熱分解によっても生じ、エネルギー
利用などへの適用が可能な水素などの可燃性ガスを取り出すガス化改質技術プロセスが
一部実用化まで至っているほか、高度化を目指す研究開発が進められている。さらに、
超臨界・亜臨界技術を応用した、有機性の有価物回収やプロセスの高速化などに向けた
検討も行われている。
　廃棄物の再生資源化において再生のための技術とともに重要なことは、再生物が有効
に利用されることである。すなわち利用先が確保されることによって初めて資源循環の
サイクルが形成される。廃棄物は原料組成において均一でない。前処理工程を必要とし、
処理後になお発生する残渣の処理・処分を含めた総合技術としなければ、環境技術とし
て完結しない。よって、技術開発および政策に向けて以下の提言をする。
　① 安全を含めた総合的な観点でシステム設計を行うべきであり、前処理や残渣処理な
どおよび安全への配慮を高めた総合システムであるべきことを認識する必要がある。② 
処理とリサイクルの効率を考慮すべきであり、再生資源化に要するエネルギーとコスト
を見積もり適切な評価を行うよう誘導していくことが必要である。③ 再生物の利用拡大
を図るべきであり、科学的に適正な安全性評価にたち、また利用面での制約をできる限
り取り除いて再生・資源化物の用途を拡大するべきである。
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循環型社会に求められる廃棄物の再生資源化技術
　第 3 期科学技術基本計画の重要
な政策課題の一つに、環境と調和
する循環型社会の実現が挙げられ
ている。近年多くの関心を集める
廃棄物問題もまた、循環型社会と
密接不可分の関係にある。
　廃棄物は、さまざまな社会の活
動および人の日常生活における物
の流れにともなって大量に発生す
る。その効率的な排除と処理・処
分は近代における必須の都市サー
ビスであり、時代の変遷とともに
主たる目的を公衆衛生の確保、環
境の保全、循環型社会の形成とい
うように変えてきた。また、我が
国の年間物質収支（2004 年度）か
らは、19 億トン強にのぼる物質
投入のうち約半分の量が建物やイ
ンフラ施設として蓄積すると推定
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されている 1）。このようなストッ
クの典型である建築・都市構造物
なども、いずれは廃棄物化する。
　3R（Reduce, Reuse, Recycle）
という概念で第一優先となる廃棄
物の発生抑制は、ものの流れの言
わば上流側での対応であり、廃棄
物対策の基本である。一方で、生
活や生産活動から日々排出される
廃棄物の処理を進めることと同時
に、物質やエネルギーの再生を図
り、これらを両立させる下流側で
の対応も循環型社会の形成におい
て重要である。発生抑制とともに
再利用・再生利用を並行させた取
り組みが現実的と思われる。
　また、地球温暖化対策がすべて
の分野で急がれる今、バイオマス
などの利活用を推進し、二酸化炭
素（CO2）の排出削減を進めること
が急務である。我が国の場合、バ
イオマスの多くは廃棄物系バイオ
マスであり、廃棄物処理に係わる
側からの取り組みが求められる。
さらに、資源の循環利用による天
然資源の消費抑制も大きな役割を
果たす。
　このような状況を踏まえて、本
稿では、循環型社会の形成・実現
という命題を与えられたときに廃
棄物処理にどのような展開の方向
性があり、実際にどのような事例
が現れているのかをみることに
よって、近未来の廃棄物再生資源
化技術を考えるとともにそれにと
もなう課題を述べる。
2  廃棄物とその処理技術の変遷 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
２‐１
量と質の変化
（1）廃棄物とは
　廃棄物とは不要物または汚物と
定義されるが、具体的には工業
製品や農産物などの「もの」であ
り、物質である。廃棄物の質と量
はその時々の経済の状況、人々の
ライフスタイルあるいは新たな製
品の導入などに応じて変化する。
諸要因が総合化された結果とし
て、一般廃棄物および産業廃棄物
の排出量がどのように変化したの
かを図表 1 に示す。一般廃棄物
量は 1995 年以降あまり変化がな
いが、1975 年と比較すると 20%
程度増加している。1 人 1 日あた
りの排出量（原単位）については、
1985 年以前が 1,000 g/ 人・日前
後、その後増加し 1990 年以降は
1,100 g/ 人・日前後で推移した
が、2001 年からは減少している
（1985 ～ 2000 年は、人口増以上
に排出量が増加したことになる）。
なお、ここで言う原単位は事業系
一般廃棄物を含む量であり、純粋
に家庭から出されている原単位
はおおむね 700 ～ 800 g/ 人・日
程度である。一方、産業廃棄物
についても、同様に 1985 年から
1990 年にかけて大きく増加した
後は、大きな変化はない。現在、
排出量年間 4 億トンのうちの約半
分が循環利用されている。
　また、質的な特性を表わす指標
の一つとして、ごみ（一般廃棄物）
の発熱量の推移を図表 2 に示す。
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図表 2　ごみの発熱量（低位発熱量）の経年変化
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図表 3　我が国のバイオマス賦存量と利用の内訳
出典：参考文献 2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 1　一般廃棄物および産業廃棄物量の経年変化
出典：参考文献 1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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ごみの発熱量は、自治体により値
の違いはあるものの一貫して増加
している。これは、紙類の使用量、
包装材などとしてのプラスチック
材料の使用量の増加に起因すると
思われる。
（2）バイオマス
　バイオマスは①廃棄物系バイオ
マス、②未利用バイオマスおよび
③資源作物の 3 つに区分される。
それらの賦存量と利用率（炭素量
換算）は、廃棄物系バイオマスが
2 億 9,800 万トンで利用率 72%、
未利用バイオマスが 1,740 万トン
で利用率 22% という現状にあり、
現在は資源作物はほとんどない 3）。
　図表 3 に、各種バイオマスの賦
存量と利用率の概略値を示す。廃
棄物系バイオマスは、品目によっ
て産業廃棄物であるもの、または
一般廃棄物と産業廃棄物の両者を
含むものがある。このうち、未利
用の割合の比較的高い食品廃棄
物、廃棄紙、建設発生木材、加え
て、未利用分は若干であるが製材
工場等残材が、循環利用を推進す
る上での直接の対象になり得る。
水分が多く、また発生場所が地域
的に偏りやすい家畜排せつ物、同
じく水分の多い下水汚泥（2,250
万トンが未利用量）を除くと、上
記 4 項目の未利用バイオマス量
は 3,240 万トン余りである。し
かし、現在利用用途のある廃棄物
系バイオマスであっても、必ずし
も有効または有用な用途が開かれ
ていない。廃棄物系バイオマス量
の年間の賦存量は湿潤重量で約 3
億 2,700 万トン、乾燥重量で約
7,600 万トンと見込まれている。
エネルギー換算では約 1,270 PJ
（ペタジュール）に相当し 4）、これ
は原油換算で約 3,280 万キロリッ
トルとなり、また、我が国全体の
一次エネルギー供給量 22,751 PJ
（2005 年度）の約 5.6 % に相当す
る量である。
出典：参考文献 3）
（1975~1995 年度の間は 5 年おきのデータ。）
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廃棄物処理技術の変遷
（1）焼却処理技術の変遷
　焼却処理の直接的な目的は、廃
棄物を高温で燃焼処理することに
よって腐敗防止と安定化をはか
り、合わせて減量と減容を進める
ことである。しかし、歴史的にみ
て広く焼却処理に求められる機能
と役割として、衛生上適切な処理
から始まり、減量・減容とともに、
環境負荷の低減、さらに資源化な
ど、時代の要請に応じて変化をし
てきた。近年、特に大きな転換を
もたらしたのがダイオキシン類の
問題であった。循環型社会への動
向と相まって、ガス化溶融炉など
の新しい方式が導入され、また資
源化への期待が一層高まることと
なった。ごみ焼却施設数も次第に
減少し、2005 年度末現在で 1,320
で あ り、1998 年 度 比 で 25% 減
少している。この数は、海外諸国
と比較すると非常に多い。我が国
では、図表 4 に例示するような
規模の大きい全連続式施設数が約
40% を占め、処理能力では 80 %
強を占めている。このような大規
模施設では、焼却炉以外の排ガス・
排水処理設備、残渣（灰）の取り扱
い設備、発電のための設備など多
様な設備が設けられ、それらの方
がより設備点数として多い。技術
的 に は 温 度（Temperature）、 滞
留時間（Time）、十分な混合撹拌
性（Turbulence）と い う 3T の 徹
底が、二次燃焼空気の注入方法の
改良、人工知能の活用による高度
な制御などのさまざまな技術的工
夫によって進められている。
　廃棄物を処理する目的では焼却
の効果は大きい。しかし、焼却物
量の 10 % 程度発生する焼却灰、
および 3 % 程度発生する飛灰の
処理が必要になる。これらを埋め
立て処分する場合、処分場の確保、
飛灰中有害物質溶出対策としての
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①プラットホーム
②ごみピット
③ごみクレーン
④一次押込送風機
⑤二次押込送風機
⑥灰ピット
⑦灰クレーン
⑧処理灰ピット
⑨焼却炉
⑩灰押出装置
⑪ボイラ
⑫減温塔
⑬飛灰処理装置
⑭ろ過式集じん器
⑮蒸気だめ
⑯タービン発電機
⑰腹水タンク
⑱誘引送風機
⑲蒸気式ガス再加熱器
⑳触媒反応塔
　排水処理設備
　蒸気腹水器
　煙突
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図表 4　典型的な全連続式ストーカ炉型焼却施設の構成例
薬品処理が課題となり、また金属
類の回収利用の向上、発電効率の
向上（現在は総じて低い）などの課
題も多い。
（2）ダイオキシン問題の影響
　ダイオキシン類とは、ポリ塩化
ジベンゾ - パラ - ジオキシンのう
ち 4 ～ 8 塩 化 物（PCDD）、 ポ リ
塩化ジベンゾフランのうち 4 ～ 8
塩化物（PCDF）、およびポリ塩化
ビフェニル（PCB）のうち PCDD、
PCDF に類似の性状を有するダ
イオキシン様 PCB である。これ
らは、次のような特徴をもつ環境
汚染物質である。一般に長期残留
性、高蓄積性、種々の毒性という
性状をもち、非常に低濃度で多様
な環境影響を及ぼすが確実な予測
が難しい。かつての農薬使用にと
もなう排出も含め日常的な廃棄物
処理過程から非意図的にダイオキ
シン類は排出され、環境への進入
パターンが従来の産業公害とは異
なっていた。1990 年代中頃から
非常に大きな問題となり、その後、
燃焼性の向上や発電の高効率化な
どの技術の向上、集じん設備をバ
グフィルターに変更するなどの排
ガス処理技術の向上などが焼却処
図表 5　典型的なガス化溶融施設（流動床ガス化方式の場合）の構成例
出典：参考文献 5）
出典：参考文献 5）
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理要素技術として直接的な改善効
果をもたらした。その他、いくつ
かの市町村にわたって広域的に一
般廃棄物の収集・処理を行うこと
でダイオキシン類の削減や資源化
を進めようとする広域処理、さら
には焼却への安易な依存を見直し
て循環型社会の形成を進めること
の契機にもなったと考えられる。
次に、大きな影響となったガス化
溶融処理について述べる。
（3）溶融処理およびガス化
    溶融炉
　ダイオキシン問題を契機にガス
化溶融炉（図表 5）の開発と導入が
進んだ。これには、次のような特
徴がある。
① 溶 融 工 程 に お い て 1,300 ～
1,400℃での高温燃焼により、
ダイオキシン類を低減でき、排
出量を極小にできる。
②ガス化工程が還元雰囲気である
ことから、ごみ中に含まれる金
属分の回収と有効利用が可能
となる。
③空気比（燃焼に理論上必要な空
気量に対する実際の空気量の
比）が低くなり、排ガス量が削
減されることから、排ガス処理
設備などの付帯設備を小型化
できるとともに発電効率が向
上する。
④ごみのもつ熱量が十分にあれ
ば、この熱量によって溶融が行
え、外部からの追加エネルギー
の投入は不要である。また、建
設と維持管理の経費が、一般的
なストーカ炉と灰溶融炉の組
み合わせに比較すると安価に
なる。
　なお、ガス化溶融における溶融
という工程は高温の完全燃焼を起
こさせるものである。さらに一歩
進めて、同様に高温で、雰囲気の
制御などによりガスの組成を改質
して、一酸化炭素や水素のような
エネルギー源や化学合成原料とし
て利用価値のあるガスを取り出す
のがガス化改質である。このガス
化改質は、ごみ焼却施設への適用
例が若干みられる段階である。
２‐３
循環型社会への移行と
技術の流れ
（1）循環型社会の形成
　従来の廃棄物処理は、環境に影
響のないように行うが、一方向型
の処理・処分にとどまるというも
のであった。しかし、近年、地球
温暖化対策としての CO2 の排出
削減および物質とエネルギーの再
生利用が重要課題であるとの社会
共通の認識が進み、この考え方が
従来の考え方を変革してきた。こ
のため、2‐2 で述べたように焼
却処理自体がエネルギーや資源の
再生・回収を積極的に進めるよう
に改善が図られてきた。
　一方、廃棄物中に含まれる有害
物質への対策においても、2004
年 5 月に発効した残留性有機汚
染物質に関するストックホルム条
約（POPs 条約）に基づく対策など、
地球規模に及ぶ化学物質の広がり
とそのリスクの低減という視点か
ら技術的な進展が図られてきた。
PCB 廃棄物の処理がその典型で
ある。電池や蛍光管などに含まれ
る水銀、建材をはじめ多くの製品
に含まれるアスベスト、あるいは
感染性廃棄物などの対象について
も、処理・処分技術の開発と導入
が進められてきた。
　3R に寄与するという観点から
は、原材料などの使用率の向上や
製品の長寿命化などを内容とす
るリデュース（reduce）、複写機
の部品などにみられるリユース
（reuse）を指向する技術がある。
さらに、リサイクル（recycle）時
の解体のしやすさや再資源化の可
能性を向上させるように配慮した
設計手法の開発などがある。
　再資源化、すなわち再生利用技
術としては、容器包装廃棄物に分
類される廃ペットボトルや廃プラ
スチックを対象としてさまざまな
技術が開発されている。廃プラス
チックを再度成形品に加工利用す
る材料リサイクル、廃ペットボト
ルを再びペットボトル原料とし
て用いる「ボトル to ボトルリサイ
クル」、高炉での還元剤として廃
プラスチックを用いる利用方法、
コークス炉で廃プラスチックを熱
分解して油やコークス炉ガスを工
業原料とする利用方法などが開発
されてきた 1）。これらに関連する
技術は 3 章で詳細に述べる。しか
し、近年、ペットボトルに代表さ
れるように、廃棄物が中国などへ
輸出される量が増加している。こ
のような状況は、国内での優れた
再生資源化技術を活かせなくする
だけでなく、資源循環全体をゆが
める懸念がある。
　循環型社会システムの構築を目
指した全体的な指標として、資
源生産性（=GDP/ 天然資源等投
入量）、循環利用率（= 循環利用量
/( 循環利用量 + 天然資源等投入
量 )）および最終処分量の 3 つが
挙げられる。2010 年度までに、
各々を約 39 万円 / トンに増加、
約 14% に向上、約 2800 万トン
に減少させることが目標とされて
いる 1)。循環型社会形成のための
廃棄物再生資源化技術に求められ
る条件として、① 廃棄物の適正
な処理を確実に果たせること（処
理の有効性と実用性）、② 再生資
源化物としてのエネルギー源もし
くは素材を効率よく生産できるこ
と（再生過程の有効性と実用性）、
③ 再生に必要なエネルギーまた
はコストが適正であること（経済
性）、④ 環境負荷を極力低くでき
ること（低環境負荷）、⑤ 再生資
源化物が有効に利用されること
（再生物の有用性）、を挙げること
ができる。具体的な指標化は慎重
に行われるべきであるが、今後は、
わかりやすい技術の評価が求めら
れると考えられる。
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（2）バイオマスの利活用技術
　我が国では、2002 年 12 月に
「バイオマス・ニッポン総合戦略」
が閣議決定された。また国際的に
は、京都議定書が発効し、実効性
のある地球温暖化対策の実施が喫
緊の課題となり、さらに原油価格
の高騰などを背景に化石資源への
依存度を低減することの必要性が
一層認識されるようになり、バイ
オマスエネルギーへの注目も高ま
る状況にある。2006 年 3 月には
「バイオマス・ニッポン総合戦略」
が改定された 6)。
　改定された同「戦略」の中で、「バ
イオマス・ニッポン」実現の具体
的な目標が技術的、地域的、全国
的観点から整理されており、技術
的観点からは、含水率の低いバイ
オマスをエネルギーへ変換する技
術としては直接燃焼とガス化プラ
ントなど、含水率の高いバイオマ
スをエネルギーへ変換する技術と
してはメタン発酵など、バイオマ
スを製品に変換する技術としては
バイオマス由来のプラスチック化
について、それぞれ変換効率または
原料価格に関する目標が掲げられ
ている。
　これを受け、環境省ではバイオ
エタノールに関連する技術、バイ
オディーゼルに関連する技術が重
点的な技術開発の対象とされてい
る。また、経済産業省による技術
戦略マップ 2007 の中に 3R 分野
のロードマップがあり、金属資源
3R 以外のその他の主要 3R 技術
にバイオマス関連技術が示されて
いる（図表 6）。
　図表 6 より、微生物の機能を応
用する発酵技術と熱化学的原理に
基づく燃料化技術、および既存の
発電を一層高効率化することがバ
イオマス利活用の主要な開発目標
であり、バイオマスの再生資源化
技術としてはメタン・エタノール
発酵技術の向上、水素発酵技術の
開発、高効率のガス化と液体燃料
化などが重要な課題になると考え
られる。以下、これらについて具
体的にみていく。
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評価項目 生物機能の活用技術 ガス化技術 高温・高圧流体技術
主な対象物
・食品を主とする湿潤系バ
イ オ マ ス： 年 間 約 2,000
万トン
・木質、紙などを主とする
乾燥系バイオマス：年間
約 1,600 万トン（一般廃
棄物 5,000 万トン）
・食品、動植物残渣などの
湿潤系廃棄物。木質への
適用も検討。有害廃棄物
への適用も可とすること
が特徴。
再生物
・メタンを主とするバイオ
ガス
・水素
・バイオマスプラスチック
・水素、一酸化炭素
・メタノール
・液体燃料
・メタン発酵原料などの中
間物、化学品
技術原理と
システムの評価
・微生物による水素発酵、
メタン発酵、エタノール
発酵、乳酸発酵
・バイオガス化と焼却のシ
ステム化
・熱分解、ガス改質（高温
から低温へ）
・ガスエンジン発電機、燃
料電池などとのシステム
化
・メタノール製造、液体燃
料製造とのシステム化
・特殊な流体による反応の
高速・高率化
・メタン発酵、ガス改質な
どとのシステム化
コスト性
・従来技術とおおむね同等
であるが、回収エネルギー
の有効利用ができれば有
利
・低温化の方が要するエネ
ルギーの低減となり有利
・熱分解チャーを熱源に利
用することで全体コスト
を低減可能
・亜臨海流体の適用が、要
する熱と加圧エネルギー
の低減となって超臨界よ
り有利
実用化の展望と
課題
・一部実施設あり。分別が
容易でないため、一般廃
棄物処理施設への拡大が
課題。
・プラスチック製品価格の
低減
・高温改質方式は実施設が
あるが、低温方式、液体
燃料化とのシステム化が
今後の展開。
・一部実施設あり。材料の
高圧、腐食環境への耐性
などが課題。
３‐１
各技術の概要と比較
　循環型社会において望まれる要
件を備え、将来的に有望と考えら
れる廃棄物再生資源化技術の概要
と比較を図表 7 に示す。各技術に
ついては、次節以後で述べる。
図表 7　廃棄物再生資源化技術の比較
出典：参考文献 7）
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オガス化を行ってメタンガスを回
収する方法が検討されている。濃
厚な有機性廃液や下水汚泥スラ
リーなどのメタン発酵は従来から
適用されている技術であり、ここ
には技術的な新規性はない。しか
し、水分含有量が相対的に少ない固
形状廃棄物への適用においては、今
後各種の改良などが必要である。
　ただし、メタン発酵ではガスが
回収された後に、液状および固体
状の残渣が生じるため、環境への
配慮として、この処理・処分を適
正に行うことが望まれる。液状残
渣とは、消化液と言われる高濃度
の発酵後廃液である。下水汚泥な
どの減量率は現在 40 ～ 50% 程
度が上限であることから、有機成
分の分解率ならびにエネルギー効
率を向上させる必要がある 8）。一
方、固体状残渣については、他の
可燃性廃棄物とともに焼却するこ
とによって減量化する方法が効率
向上の方向性の一つである。図
表 8 は、バイオガス化と焼却を
組み合わせた事例において、エネ
ルギー回収効果を解析した例であ
る。この方法によると、バイオガ
スと焼却の熱利用両方による発電
が最新の効率のよい設備を用いて
行えるため、焼却に発電を組み合
わせただけの仕組みより、エネル
ギーの回収を効果的に行える。民
間の廃棄物処理施設ですでに導入
例がみられる。ごみの全量を焼却
した場合と生ごみの一部を分別し
てメタン発酵させた場合のエネル
ギー収支を、ある条件で（バイオ
ガスについては、ガスエンジンに
よって発電を行うと仮定）計算し
た例によると、発電量は約 16％
増加すると見積もられている。
　ただし、焼却においては、ダイ
オキシン類をはじめ大気汚染対策
を十分に採るべきであることは言
うまでもない。
（2）水素発酵およびエタノール
    発酵
　図表 6 の戦略マップでは、中長
期的技術として発酵技術の中の水
素発酵の発展を予測しているが、
これは来るべき水素社会を想定し
ているためと思われる。
　有機化合物が嫌気性条件におい
てメタン発酵をする過程で、酸
発酵の段階において水素が発生
する。例えば、グルコースを基
質とする場合、C6H12O6 + 2H2O 
→ 2CH3COOH + 4H2 + 2CO2
である。嫌気性条件下で水素を
生成する細菌は数多く存在し、
Clostridium 族、Enterrobacter 族
などがその代表である。
　しかし、水素発酵は通常遷移的
な過程であるために不安定であ
る。安定した回収量を得るために
は、培養のための環境条件を最適
な範囲に整える必要がある。水素
発酵技術の向上および実用化を目
指す展開のポイントは以下のいず
れかの点であると考えられる。
①混合微生物を用い、その環境条
件を最適化し、水素回収の長期
持続を図ること。
②水素発酵能の高い微生物を単離
し、その能力を有効利用するこ
と。
　したがって、混合微生物から水
素生成を効率よく進行させる発酵
技術、回収するプロセス、あるい
は水素生成能の高い微生物の探索
などに関して研究開発が行われて
いる。規模の大きな主な研究プロ
ジェクト例 10）として、（独）新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構を
中核とし、民間企業および（独）産
業技術総合研究所で行われた「有
機性廃棄物の高効率水素・メタン
発酵を中心とした二段発酵技術研
究 開 発 」（2001 ～ 2005 年 度 ）、
東北大学を中核として行われた
࿑⴫7 ࡔ࠲ࡦ⊒㉂ࡊࡠ࠮ࠬߦࠃࠆࠛࡀ࡞ࠡ࡯࿁෼ല
ᨐߩ⹜▚଀㧔ᱞ↰ା↢, 2006㧕
*䉣䊈䊦䉩䊷ല₸䋽䋨⊒㔚㔚ജ㊂㬍3,600䋩䋯䋨䈗䉂䈱⊒ᾲ㊂䋩
バイオガス＋焼却 エネルギー効率 * ＝ 25.0%
ごみ 厨芥 メタン発酵 バイオガス ガスエンジン
残渣 可燃物 焼却 382MWh
466MWh
84MWh残渣
焼却 エネルギー効率 * ＝ 21.7%
焼却ごみ 403MWh
全発電電力
電力
電力
全発電電力
1,000ton
6.7MJ/kg
水分 50％
360ton
1.9MJ/kg
水分 80％
689ton
9.0MJ/kg
水分 36％
640ton
9.4MJ/kg
49ton
3.3MJ/kg
1,000ton
6.7MJ/kg
水分 50％
図表 8　メタン発酵プロセスによるエネルギー回収効果の試算例
３‐２
生物機能の活用技術
（1）バイオガス化
　循環利用率が比較的低い資源と
して、生ごみ（厨
ちゅうかい
芥）や食品廃棄
物が一つの焦点となる。バイオマ
ス系循環資源という観点でみた場
合、生ごみ、木くず、汚泥、家畜
排泄物などは廃棄物発生量の約半
分を占めている。水分および有機
物を多く含むため、循環利用率は
16% であり、焼却や脱水による
減量化率は 53% にとどまってい
る。現状での循環利用例の多くは
堆肥や飼料としての農業分野であ
るが、これが最適な利用手段かど
うかについては疑問である。
　このような中で、生ごみや紙ご
みに対しメタン発酵法によるバイ
＊エネルギー効率＝（発電電力量× 0）／（ごみの発熱量）
出典：参考文献 9）
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「葛巻バイオガス高度利用コジェ
ネレーションシステムの開発」、
および（独）国立環境研究所によ
る技術開発事業「バイオ資源・廃
棄物等からの水素製造技術開発」
（2003 ～ 2007 年度）などがある。
また、その他の研究機関または民
間企業による水素生成菌に関する
研究例も多い 11、12)。図表 9(a) (b)
に、（独）国立環境研究所の開発し
た水素・メタン 2 段発酵プロセス
の開発概念と、（独）新エネルギ ・ー
産業技術総合開発機構による実規
模の 1/10 ～ 1/100 規模のシステ
ム構成を示す。（独）国立環境研究
所の開発では、水素およびメタン
ガスを回収するとともに、窒素お
よびリンといった富栄養化塩類の
除去も同時に目標としているとこ
ろに特徴がある。図表 10 は、食
堂からの生ごみを原料とした、約
150 日間にわたる連続的な水素
回収の試験結果である。濃度が約
50vol% の水素ガスが継続して得
られている。また、メタン発酵後
の消化汚泥を水素発酵リアクター
に返送することによって、系内の
pH をほぼ一定に保つことが重要
な条件因子であることも明らかに
された。
　一方、バイオマスからのエタ
ノール製造に関しては、いわゆる
エコ燃料の導入目標が原油換算
50 万キロリットル（輸送用燃料全
体の約 0.6%）と設定されており、
バイオエタノール、バイオディー
ゼル（BDF）、バイオマス液化燃料
（BTL）などの技術的検討が活発
に行われている。我が国では廃棄
物系バイオマスからの製造も目指
され、建設廃木材を原料としたエ
タノール製造プラントが、2007
年 1 月から大阪府内で年産 1,400 
キロリットルの規模で稼働中であ
る。近辺から収集された廃木材は、
破砕後加圧下で希硫酸により加
水分解される。特に、糖であるセ
ルロースとともにヘミセルロース
を発酵基質として利用することが
可能な菌を用いていることが特徴
である 14）。その他、岡山県内に
おいて、未利用の製材廃材などを
原料に、特殊な酵母を用いたエタ
ノール発酵と分離膜を用いた生成
エタノールの無水化、さらにエタ
ノールを容積比で 3 % 含む混合
燃料である E3 の実証試験が行わ
れている。1 日のエタノール製造
量は 250 キログラムである 10）。
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図表 9　水素・メタン 2段発酵プロセスの開発概念の例
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図表 10　水素発酵リアクターの長期試験における発生ガス組成と水素生成量
（速度）
出典：（独）国立環境研究所
（a）（独）国立環境研究所による開発概念
（b）（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構によるシステム構成
出典：（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構
出典：参考文献 13）（●：H2, :CH4, ○ :CO2）
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図表 11　ガス化改質システムの開発概念
図表 12　触媒適用の有無による生成ガス組成の違い
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（3）バイオマスプラスチック
　バイオマスプラスチックとして
最も期待を寄せられているのが、
植物由来の多糖類を発酵させて作
られるポリ -L- 乳酸（PLLA）であ
る。PLLA は、石油由来のプラス
チックに比較すると加水分解など
の分解を受けやすいことから、原
料である L- 乳酸などに変換する
ことが比較的容易である。した
がって、PLLA は単に環境中での
生分解が容易なプラスチックであ
るというだけでなく、再生利用が
可能なプラスチック材料とみなす
ことができ 15）、素材リサイクル
としては魅力的な対象と言える。
　バイオマスから PLLA を生産
するには、乳酸発酵液から高純度
の乳酸を得る蒸留法などで精製工
程のコストを削減することが重
要な課題である 16)。安価な石油
由来プラスチック製品と競合可能
な製品を得るには、低コストの製
造プロセスの開発として、上記
PLLA からのリサイクルが有用な
方法の一つとなる。
３‐３
ガス化技術の向上
　廃棄物の有効利用は 1970 年代
にすでに重要視され、当時の通商
産業省工業技術院では、1973 年
度から 1982 年度までの 10 年間
にわたって、「資源再生利用技術
システム」に関する総合研究開発
プロジェクト“スターダスト’80”
が実施された。同プロジェクトで
は、100 トン / 日の都市ごみ処理
能力を持つ実証プラントが横浜市
内に建設され、都市ごみを分別し
破砕するための前処理、厨芥類の
高速堆肥化、紙ごみからのパルプ
再生、紙・プラスチックごみを油
やガスへ転換する熱分解ガス化な
ど合計 6 つのサブシステムが含
まれていた。目標は、雑多な組成
の都市固形廃棄物を物質資源ある
いはエネルギー資源に再生するこ
と、二次公害が抑制でき社会シス
テムへの適合性が高いことなどに
置かれた。しかし、ガス化技術は、
設備費や運転費が非常に高く、酸
性のタール状物質の処理ができな
いなど多くの問題が残り 17）、プ
ロジェクトとして成功とは言い難
い結果であった。
　しかし、前述のようにその後の
ガス化溶融技術の導入が進められ
る過程で、ガス化技術や高温溶融
技術などに関し大きな向上があっ
た。さらに、資源化や水素エネル
ギーへの期待もあって、ガス化技
術が再度注目されるようになっ
た。例えば、ガス化改質方式と呼
ばれ、廃プラスチック類を原料に
水素を合成するシステム（EUP プ
ロセス）として、アンモニア合成
用水素の製造に実用化されてい
る例がある 18）。この例では、流
動床方式の低温ガス化炉（600 ～
800℃）と高温（1300 ～ 1500℃）
の旋回溶融ガス化炉が直結された
加圧二段構成となっている。なお、
少数ではあるがガス化改質方式の
一般廃棄物処理への適用例もみら
れる 19）。
　これらの方式は注目されている
ものの、高温溶融工程を必要とす
るため、原料のもつ熱量の多寡、
コスト性能、プラント操作性など
が制約となって、バイオマスや一
般廃棄物への適用が広く進んでい
るとは言い難い。そこで、バイオ
マス利活用の推進、水素ガスの供
給源を広げるために、改質工程を
中心に、従来より低温化しようと
いう技術開発が行われている。図
表 11 に示すよう、低温化による
効率低下などの課題を触媒の適用
で補うという概念で技術開発が行
われている。この開発では、水素
を主たる回収物質としたときの温
出典：参考文献 10）
（横軸括弧内数字は温度を表わす。CnHm：炭化水素類）
ポイント1：
各種廃棄物のガス化
への適用性評価
ポイント2：比較的
低温での最適な
ガス化条件の確立
出典：参考文献 10）
750℃ ) (950℃ ) 750℃ )
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度、水蒸気・酸素注入量、触媒組
成と適用量、触媒再生方法および
ガス精製効果などを検討し、廃棄
物またはバイオマスへの最適な適
用性を見出すことが目標である。
　例えば、図表 12 は、触媒とし
てニッケルを有効成分として 20 
wt% 含み、さらに酸化カルシウ
ムを十数％含む場合の適用効果の
例である。廃木材を対象に行った
実験でこの触媒を用いると、無触
媒で 950℃の場合に得られる水
素ガス濃度と同等以上のガスが、
750℃において得られる 10）。
　同様に、ガス化を要素技術とす
るバイオマスの利活用技術に関す
るプロジェクトとしては、2003
～ 2007 年度にわたる文部科学省
リーディングプロジェクト「一般・
産業廃棄物・バイオマスの複合処
理・再資源化プロジェクト」が進
行している 20）。ここではサブテー
マの一つとして、廃棄物から高効
率にエネルギーおよび資源を回収
するプロセス技術開発が行われ、
ガス化高効率変換技術の開発、高
効率ガス化システム技術の開発、
高効率発電技術の開発および水素
化 ､ 液体燃料合成技術の開発に取
り組んでいる。
　熱を用いる処理技術では、系外
へ排出される排ガスに関する環境
配慮が特に重要である。熱分解ガ
ス化技術は、開放環境へ直接排ガ
スを放出することはない。しかし、
ガスの利用手段となる燃料電池や
ガスエンジン発電機などに、ター
ルなどによる運転上の影響を与え
ることは避けなければならない。
したがって、直接的な一般環境へ
の排出を前提とする焼却などの場
合とは考慮すべき対象は異なる。
触媒の被毒を引き起こしやすい硫
黄化合物（硫化水素など）やタール
成分となる多環芳香族化合物類、
炭素析出を起こす可能性のある炭
化水素類などがここでは問題とな
る。このような排ガスの精製に関
しては、基本的に従来の技術で対
応可能であるが、温度条件の最適
化またはシステム全体での経済性
の観点などから個々のケースで最
適値が異なる。
３‐４
高温・高圧流体の適用技術
　高温・高圧の流体としての超臨
界水および亜臨界水、あるいは超
臨界二酸化炭素は、温度・圧力条
件により高極性から無極性まで性
状を変化させることができ、非常
に特徴的な流体である。温度約
370℃かつ圧力 22 MPa 以上の状
態にある流体が、一般に超臨界超
流体と呼ばれ、この状態の水は、
油分や気体と混合状態にあること
から、強い酸化力を有効に利用で
き、有機塩素化合物などの難分解
性物質や有害化学物質の分解・無
害化に応用できる。一方、亜臨界
状態の水は超臨界ほど高温・高圧
状態ではなく穏和である。通常の
水よりイオン積が大きく反応性が
高いことから、加水分解反応が迅
速に進む反応場に使える。従来は
反応性の高い超臨界流体を物質の
分解処理に用いることが主体で
あったが、この反応場を利用して、
プラスチックのモノマー化やタン
パク質系廃棄物からのアミノ酸の
回収など物質回収を行う技術的検
討が行われている。
　例えば、廃棄された魚肉を段階
的に亜臨界水処理することによっ
て資源化するプロセスが提案され
ている。200℃、1.6MPa 程度の
条件で、約 5 分間反応させること
によって、乳酸、リン酸およびヒ
スチジンを精製、分離、回収した
後、270℃、5.5MPa 付近で約 30
分間反応させることによってピロ
グルタミン酸、シスチン、アラニ
ン、グリシンおよびロイシンの分
離回収が行える 21）。また、ポリ
ウレタンの原料となるトリレンジ
イソシアネート（TDI）を対象に、
残渣から回収したトルエンジアミ
ンを元に TDI を製造する工程で
も、TDI の回収に亜臨界水が用
いられる。また、木質バイオマス
に対し亜臨界水を適用し、分解速
度を調整することでセルロースか
ら効率よく糖類を得て、その後エ
タノール発酵へ進める方法などに
も応用できる 22)。応用としては、
前処理としての低分子化、有用成
分の抽出、ガス化・油化などに利
用できる。
　図表 13 は、亜臨界水を利用し
て食品廃棄物中の高分子量有機化
合物を低分子化し、その後メタン
発酵に供する組み合わせシステム
の概念である。この例では、メタ
ン発酵において時間を要する加水
分解を迅速に行い、質的にもメタ
ン発酵に適した組成となるよう亜
臨界水工程を適用している。
　高温・高圧流体であることから
の技術的課題もあり、反応装置類
の耐久性、回収物質の分離・精製、
コスト増などである。しかし、廃
棄物の状態が乾燥したものは、超
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図表 13　亜臨界プロセスを応用した再生資源化の例
出典：参考文献 23）
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臨界二酸化炭素抽出により生理活
性成分などを回収することが可能
である。また、水分を多く含む廃
棄物では、亜臨界水を用いた可溶
化により水溶性の生理活性成分な
どの回収が可能となり、また低分
子化後のメタン発酵などへの展開
も可能である。このように、廃棄
物の水分や含有物などの特性に基
づいて適切な処理を選択すれば、
廃棄物を最大限に資源化すること
が可能になる。図表 14 は、この
ような考え方を豆腐製造工程から
排出される残渣のおからに適用し
た場合の再生利用の流れである。
4  課題と提言● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
４‐１
総合技術としての廃棄物
再生資源化技術の課題
　廃棄物を再生資源化する場合の
技術的課題として、以下の点を指
摘したい。まず、廃棄物を対象と
する技術には、従来の生産技術の
ために開発あるいは利用されてき
た単位操作を基礎とし、これを修
正して適用する場合がある。この
ようなことは、廃棄物だけでなく
排水・排ガス処理など他の環境技
術でも行われている。最も大きな
留意点は、原料組成という点にお
いて廃棄物は均一性がほとんどな
く、質・量ともに変動する可能性
が大きいということである。設計
段階で想定した組成と実際に運転
が始まって集められる廃棄物の組
成が大きく異なる場合もあり、そ
れをあらかじめ精度よく把握する
ことが難しい。
　したがって、廃棄物を扱う場合、
前処理工程が重要な役割を果た
す。再生資源化の中心となる発酵
槽またはガス化炉などの単位プロ
セスの機能や効率だけでなく、前
処理での廃棄物の破砕や選別、混
入異物の除去あるいは後段での精
製などの操作が適切かつ効果的に
機能する必要がある。
　また、発酵法において述べたよ
うに、この技術は、処理後になお
発生する液状、固体状の各種残渣
の処理・処分を含めた総合技術と
しなければ、環境技術として真の
意味で完結しない。現状において、
これらはリサイクルに付随する必
要な処理・処分とみなされて実施
されている。技術開発を行う研究
機関や企業などは、今後はさらに、
カスケード的な利用方法や残渣の
有効な再生利用方法がないかとい
う視点で検討し、改善を図ること
が望まれる。また、技術の評価を
行う行政機関なども、このような
総合技術としての完成度を評価の
指標として重要視すべきである。
４‐２
技術開発上の注意点
（1）安全を含めた総合的な
    観点でのシステム設計
　労働災害の観点からみると、例
えば、2000 年の 100 万延労働時
間当たりの労働災害による死傷者
数（度数率）の全産業分野平均が約
2 であるのに対し、廃棄物を扱う
施設は、約 12 である 24)。バイオ
マスを対象とする場合に、危険物
の混入などの可能性はあまりない
と思われるが、エネルギー源、あ
るいは燃料となる可燃性物質の回
収を行うことから、それらを輸送
または貯蔵する設備類に起こり得
る発熱、発火などによる事故に
対して、作業上の安全対策を十分
に採る必要がある。ごみ固形燃料
（RDF）貯蔵施設での事故例 25)、あ
るいは PCB 処理施設において起
こった事故例 26) などは、今後の
安全面の対応に生かされなければ
ならない 27)。
　したがって、優れた中核技術と
ともに安全に対する配慮を高めた
総合的観点でのシステムの設計
が、技術開発の要諦として求めら
れる。技術の導入を決定する立場
にある行政または事業者は、エネ
ルギーや素材回収の点だけに注目
するのではなく、残渣の排出、安
全確保の対応などに関する視点を
幅広く持たなければならない。
（2）処理とリサイクルの効率の
    考慮
　リサイクル、廃棄物の再生資源
⢻ߢ޽ࠆޕ߹ߚޔ᳓ಽࠍ
ᄙߊ฽߻ᑄ᫈‛ߢߪޔ੝
⥃⇇᳓ࠍ↪޿ߚนṁൻߦ
ࠃࠅ᳓ṁᕈߩ↢ℂᵴᕈᚑ
ಽߥߤߩ࿁෼߇น⢻ߣߥ
ࠅޔ߹ߚૐಽሶൻᓟߩࡔ
࠲ࡦ⊒㉂ߥߤ߳ߩዷ㐿߽
น⢻ߢ޽ࠆޕߎߩࠃ߁ߦޔ
ᑄ᫈‛ߩ᳓ಽ߿฽᦭‛ߥ
ߤߩ․ᕈߦၮߠ޿ߡㆡಾ
ߥಣℂࠍㆬᛯߔࠇ߫ޔᑄ
᫈‛ࠍᦨᄢ㒢ߦ⾗Ḯൻߔ
⿥⥃⇇ੑ㉄ൻ
὇⚛䈮䉋䉎᛽಴
䍃䊎䉺䊚䊮 E
䍃䊌䊦䊚䉼䊮㉄
䍃䉥䊧䉟䊮㉄
䍃䊥䊉䊷䊦㉄
䍃䊥䊉䊧䊮㉄
䈍䈎䉌 (ੇ῎)
䍃䉺䊮䊌䉪 䊶⢽⾰
䊶὇᳓ൻ‛ 䍃Ἧಽ
䊶੃㉄
䊶䊜䉺䊮
䊶↢ℂᵴᕈ‛⾰
䊶䉝䊚䊉㉄,᦭ᯏ㉄
䊶䊥䊮
ህ᳇ᕈ
ಣℂ
੝⥃⇇᳓䉕↪䈇䈢ṁ⸃ᳪᵆ
ṁ⸃ᶧ
ᳪᵆ
ᶖൻᶧ
ᳪᵆ
䊶䊜䉺䊮⊒㉂
䊶੃㉄⊒㉂
⼺⣣ടᎿ
䈍䈎䉌 (ḨẢ)
ੇ῎
䊶䉮䊮䊘䉴䊃
䊶േ‛䈱㘺ᢱ
䊶὾ළ
ឃ᳓
䊋䉟䉥䊙䉴䊒䊤䉴䉼䉾䉪ේᢱ
ੇ῎䊒䊨䉶䉴䈱Άᢱ
⃻⁁
੹ᓟ䈱ឭ᩺
䊶㘩ຠ
䊶േ‛䈱㘺ᢱ
䊶὾ළ
⺖㗴
䊶䉮䊮䊘䉴䊃䊶㘺ᢱ䈫䉅䈮ㆊ೾
䊶䉮䊮䊘䉴䊃䈲ਇ቟ቯ䈪䈅䉎䈖䈫
䊶὾ළἹ䈱᷷ᐲૐਅ䈮䈧䈭䈏䉎䈖䈫
図表 14　おからの処理の現状と再生利用システムの提案
出典：参考文献 21）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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循環型社会に求められる廃棄物の再生資源化技術
化において陥りやすい対応の一つ
に、リサイクルを目的化してしま
う、ということがある。国の循環型
社会形成推進基本計画において、
循環利用率（循環利用量 /( 循環利
用量 + 天然資源等投入量 )：%）
が指標となり目標値（2010 年度
に約 14% とすること）が定められ
ていることから、この比率を向上
させることは重要である。食品リ
サイクル法などの個別法において
も、再生利用等の量に関する目標
が定められている。しかし、これ
らの数値だけを比較するのは適当
とは思われない。大量消費と大量
リサイクルは、必ずしも望ましい
選択ではない。
　すなわち、リサイクルに投じる
エネルギーや新たな資源が、資源
化対象物の量に不釣合いに大きく
なるのであれば、それは考慮され
るべき問題となる。本来、人為的
な生産、消費には多かれ少なかれ
エネルギーと資源が投入される。
例えば、リサイクルへのエネル
ギー投入に関連して、最近、ペッ
トボトルの再生利用の例におい
て次のような指摘がなされた 28)。
ペットボトルの消費量は 2004 年
度で約 51 万トンあった。そのう
ち分別回収量は 24 万トン、そし
て再利用量（素材として再生利用
された量のことと推定される。）は
3 万トンであった。51 万トンを
製造し、24 万トンをリサイクル
のため処理し、残り 27 万トンを
ごみとして捨ててわずか 3 万ト
ンを再利用するための石油使用量
と、全体での廃棄物発生量（ペッ
トボトルがそのまま廃棄物となっ
た場合も含めて）双方が、1993
年度のまだ全くペットボトルの回
収を行っていなかった時期と比較
して約 7 倍になると試算された。
なお、27 万トンの中には中国な
どへ有償で引き取られる量も相当
量あったとみられる。詳細は省く
として、この指摘には部分的に正
しいところもある。一方、再生利
用についての内容の把握が不十分
であり、また現時点での天然資源
から生産する場合との比較がない
など全体的には的確さを欠いた議
論との見方もできる。
　 リ サ イ ク ル に 要 す る エ ネ ル
ギー・資源の量およびコストと、
不要物排出の負荷を減らすことの
重要性は自明である。技術開発の
みに焦点があるような場合に、と
きとして陥りやすい投入物やコス
トの算定が不十分なリサイクル・
再生資源化技術の開発に対して
は、適切な誘導を行っていくこと
が必要である。
（3）再生物の利用拡大
　廃棄物の再生資源化において再
生のための技術と並んで重要なこ
とは、再生物が有効に利用される
こと、すなわち利用先が存在する
ことである。このことによって初
めて、資源循環のサイクルが形成
される。例えば、エネルギー回収
の場合であれば、水素ガスまたは
メタンなどの可燃性ガスが有効に
利用されるように燃料電池システ
ムまたは発電設備と組み合わせて
運転できることが必要である。さ
らに、そのような施設が立地する
ための社会的インフラも現実に整
備されていなければならない。来
たるべき燃料電池社会の形成にお
いては、特にこの点が重要であろ
う。すでに実証試験なども行われ
ていることから、今後は、実社会導
入への現実的な検討が必要である。
　廃棄物からの発電に関しては、
1997 年に定められた「新エネル
ギー利用等の促進に関する特別措
置法（いわゆる新エネ法）」によっ
て、廃棄物発電･熱利用、バイオ
マス発電･熱利用によるリサイク
ル型エネルギーについて推進の道
が開かれた。しかし、ごみ発電の
場合、発電効率は平均 10% 程度
に過ぎず、高くとも 20% 強程度
までである。ボイラ効率の向上な
ど技術開発の余地はまだかなり大
きい。加えて、電力系統連携技術ガ
イドラインの条件である一般高圧
での発電量の上限（2,000kW）が
制約となり、発電能力を十分に活
用できない場合もある。したがっ
て、技術開発とともに、運用上の制
約を改善することも重要である。
　一方、素材リサイクルにおいて
直面する課題として、再生品特に
建設系再生製品の使用拡大がなか
なか進まないことが挙げられる。
これは、溶融炉またはガス化溶融
炉において生成するスラグを用い
た骨材あるいは路盤材などの製品
が当てはまる。建設系再生製品に
ついては、公共の場での使用が想
定されるため、環境安全上の影響
が不特定多数に及ぶ可能性があ
る。このため、安全性に関しては
十分な慎重さが要求され、また適
切な評価と管理も必要となる。一
般廃棄物および下水汚泥からの溶
融スラグなど一部の再生品につい
ては、JIS 規格などによる品質保
証と環境安全面での品質管理のた
めの試験法整備が進められてお
り、さらに試験規格として統合的
な体系作りが進められている 29)。
このような規格化によって実現可
能な品質保証を広く利用者に伝
え、再生品に対するイメージを向
上させて利用拡大を進めることが
望まれる。
　同様のことは、ガス化工程で生
成される炭素分に富む素材を炭化
物として再生品とする場合、ある
いは亜臨界水による反応から生成
する有価物を製品または中間体と
して利用する場合などにも当ては
まると思われる。これらはまだ量
的に少なく、一定の市場が形成さ
れるものではない。しかし、今後
は、多様な再生物の流通と使用に
ついて環境安全面などに適正な配
慮をしつつ、一層促進するための
社会的制度の確立が必要である。
そのために、まず、言わば静脈側
で廃棄物の再生資源化に携わる事
業者および行政機関と、動脈側で
科 学 技 術 動 向　2007年 12月号
22
再生品を利用する製造業および関
連する行政機関などが情報の共有
と連携への意思疎通を図ることが
必要である。
参考文献
1）  環境省編：平成 19 年版環境循環
型社会白書 , pp.168-208, ぎょう
せい , 東京（2007）
2）  廃棄物情報研究会：Fact Book
廃棄物基本データ集 2000, （財）
日本環境衛生センター（2001）
3）  末松広行：「バイオマス・ニッポ
ン総合戦略」とバイオマス利活用
の推進 , 廃棄物学会誌 , Vol.18, 
138-147（2007）
4）  藤本潔：新たなバイオマス・ニッ
ポン総合戦略について , INDUST, 
Vol.21, No.10, 19-22（2006）
5）　川本克也：廃棄物焼却技術の
進 展 , 季 刊 環 境 研 究 , No.143, 
80-89（2006）
6）  農林水産省：バイオマス・ニッ
ポ ン 総 合 戦 略 平 成 18 年 3 月
31 日 閣 議 決 定：http://www.
maff .go . jp/j/biomass/pdf/
h18_senryaku.pdf（2006）
7）  経済産業省：技術戦略マップ
2007, 3R分野, pp.172-193（2007）
8）　李玉友 , 西村修：メタン発酵法に
よる廃棄物系バイオマスの循環
利用 , 混相流 Japanese Journal 
of Multiphase Flow, Vol.21, 
No.1, 29-38（2007）
9）  武田信生：都市ごみ処理 - 今後
の技術動向について -, 都市清掃 , 
Vol.59 (272), pp.21-26（2006）
10）（独）国立環境研究所：平成 15, 
16, 17, 18 年度環境省受託業務
報告書　バイオ資源・廃棄物等
からの水素製造技術開発（2004, 
2005, 2006, 2007）
11） 渡 辺 久 典 , 吉 野 秀 吉： 小 麦 フ
スマを基質とする水素発酵にお
ける初期 pH 及び培養温度の影
響 , 環 境 技 術 , Vol.35, 744-751
（2006）
12） 片 岡 直 明 , 菖 蒲 昌 平 , 宮 晶 子 , 
米山豊：水素・メタン二段発酵
法による食堂残飯と紙ごみの処
理性能解析 , 第 18 回廃棄物学
会研究発表会講演論文集 2007, 
506-508（2007）
13）C. F. Chu, K. Q. Xu, Y. Y. Li, Y. 
Ebie, Y. Inamori, H. N. Kong : 
A two-stage process for high-
rate hydrogen and methane 
production from food waste, 
Proceedings and Abstracts of 
11th IWA World Congress on 
Anaerobic Digestion, pp.96, 
Brisbane,Australia (2007)
14） 金子誠二：建設廃木材からの燃
料用エタノールの製造 , 学会誌
「EICA」, Vol.12, 15-18（2007）
15） 西田治男：再生可能資源材料 :
ポリ乳酸の循環利用について , 
平成 19 年度廃棄物学会研究討論
会講演論文集 , 27-29（2007）
16） 河本 洋：植物由来プラスチッ
クスの研究開発動向 - 自動車用
ナノ複合ポリ乳酸の視点から -, 
科 学 技 術 動 向 2006 年 8 月 号 , 
No.65, 13-22 (2006)
17） 川本克也 , 倉持秀敏 , 呉 畏：熱
分解ガス化 - 改質によるバイオ
マス・廃棄物からの水素製造技
術の現状と課題 , 廃棄物学会論
文誌 , Vol.15, 443-455 (2004)
18） 昭 和 電 工（ 株 ）： ECOANN 環 境
調和型アンモニア：http://www.
sdk.co.jp/ecoann/index.html
19） オ リ ッ ク ス 資 源 循 環（ 株 ）： 最
新 の ガ ス 化 改 質 施 設：http://
www.or ix .co . jp/resource/
plant/index.htm
20） 文部科学省： 経済活性化のた
めの研究開発プロジェクト（リー
ディングプロジェクト） 一般・
産業廃棄物・バイオマスの複合
処理・再資源化プロジェクト：
http://mlp.biomass-leading-
project.org/leading/index.html 
21） 佐伯孝 , 川本克也：高圧流体を
用いた食品廃棄物の資源化技術
の現状と課題 , 廃棄物学会論文
誌 , Vol.18, 219-229 (2007)
22） 相馬隆宏：有害物質分解する”
魔法の水”　バイオマス燃料の
製造にも期待 , 日経エコロジー , 
2007.01, 51-53（2007）
23） 近畿環境興産（株）：亜臨界水技
術 情 報：http://www.rematec.
co.jp/about/arinkai_2.htm
24） 廃棄物研究財団：平成 13 年度
廃棄物処理等科学研究総合研究
報告書 化学物質の循環・廃棄過
程における制御方策に関する研
究 , 7-1 ～ 7-38（2002）
25） 環境省：ごみ固形燃料の適正
管 理 方 策 に つ い て , ご み 固 形
燃 料 適 正 管 理 検 討 会 報 告 書：
http://www.env.go.jp/recycle/
report/h15-01/all.pdf（2003）
26） 日本環境安全事業（株）（JESCO）：
h t t p : / / w w w . j e s c o n e t .
co . jp/fac i l i ty/toyota/pdf/
toyotajikofinal.pdf
27） 松原美之 , 浦島邦子：消防防災
に関する科学技術動向 - 安心・安
全を目指す科学技術の特性と方
向性の考察 -, 科学技術動向 2005
年 3 月号 , No.48, 24-33（2005）
28） 武田邦彦：環境問題はなぜウソ
がまかり通るのか , pp.12-64, 洋
泉社 , 東京（2007）
29)  肴倉宏史：建設系再生製品を対
象とした環境安全性評価試験の
システム規格化に向けて , 平成
19 年度廃棄物学会研究討論会講
演論文集 , 20-24（2007）
執●筆●者
客員研究官
川本●克也
（独）国立環境研究所
循環型社会・廃棄物研究センター 
資源化・処理処分技術研究室
室長
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
◎
工学博士。民間企業勤務、大学教員などを経て現
職。化学物質の環境挙動評価、廃棄物焼却処理な
どに伴い排出される有害物質の測定と処理性の評
価などに加え、現在ではガス化改質による廃棄物
からのエネルギー回収を主とする資源化技術開発
にも取り組んでいる。
